
■外部評価事業選定経過

■評価結果の取扱い

一般会計の全事務事業

871事業

対象外基準に該当するものを除
外した結果

402事業

議論の余地が少ないものを除外
した結果

132事業

外部評価候補事業

32事業

対象外基準に該当するものを除
外した結果

14事業

●全事務事業871事業は、

予算科目の細々目レベルで

カウントしたもの。

※住民票や印鑑登録証明な

どの証明書の発行は、まと

めて１つの事業で計上。

※生活保護各種扶助事業は、

まとめて１つの事業で計上。

【例】

○広報紙発行事業

○防犯灯設置・維持事業

○校区まちづくり推進事業

○電算システム更新事業

○二丈（志摩）支所維持管

理事業

○生きがい健康づくりデイ

サービス事業

○子ども手当給付事業

○ごみ収集事業

○救急医療事業

○火葬場維持管理事業

○農業者戸別所得補償制度

推進事業

○漁港整備事業

○企業誘致事業

○道路維持管理事業

○市営住宅維持管理事業

○小中学校給食運営事業

○職員人件費（総務管理

費）

など

●以下の７つの対象外基準に該当する469

事業を除外。

①法定受託事務 38事業

※法律等の定めにより、市が実施しなければ

ならない事業。

例）国の指定統計、戸籍事務、生活保護など

②市民の生命に直接関わる事業 23事業

例）救急・救命、消防、防災に係る事業

※ただし、啓発事業などは、対象とする。

③3年未満で終了する事業 92事業

※評価結果を反映し、改善する余地が少ない

ため対象としない。

④既に施工中の建設事業 17事業

⑤国県補助事業 151事業

※今年度は、市独自に行う「市単独事業」を

優先するため、国県補助事業は対象外とする。

（評価対象とするかどうかは、次年度以降検

討する。）

⑥議会決算審査における評価対象事業に選定

されたもの 9事業

⑦その他 139事業

※「職員人件費」「退職手当組合負担金」な

どの全額人件費であるものは、従事する事務

事業において、人件費を含めた総事業費評価

を行うため除外。

○総事業費＝事業に係る経費＋人件費

※公債費、積立金、繰出金及び予備費など。

●以下の３つの視点に該当する議

論の余地の少ない270事業を除外。

①一般管理経費等 218事業

※職員旅費、消耗品費、郵便料、

公用車燃料費、施設光熱水費・点

検整備費、備品購入費、庁舎修繕

費、道路・水路の維持管理費など

のみの事業。

②事業開始から3年未満の新しい事

業で、現時点で成果を評価しがたいも

の 26事業

例）婚活支援事業、自主運行バス事業、

いとしまブランド推進事業 など

③すでに民間活力を導入して業務を

委託している事業 26事業

例）市民課等窓口業務、給食調理業

務、環境パトロールなど

●左記132事業のうち、以下の

視点を基に、行政外部の視点で改

善提案を受ける必要があるものを

32事業選定。

①事業開始から3年以上が経過し

ており、平成25年度以降も継続

予定の事業で、目的に対する成果

が見えにくくなっているもの。

②民間、国、県が行う他の事務事

業と事業目的や成果が重複してい

るもの。

③市民ニーズや社会情勢の変化に

対応するため、新たな視点を導入

して改善を行う必要があるもの。

●左記32事業を基に、外部評価

員による選定会議を開催し、14

事業を選定する。

外部評価の結果が最終結論ではない。

外部評価で事務事業の改善に向け

た指摘・提案を受け、各部課で再度

事業を練り直し、市長が決定する。

ただし、評価結果は最大限尊重する。

外部評価員による客観的な評価の結果は最大限

尊重し、事業の見直しに反映する。

よって、特に「廃止」の判定が出されては困る

ものは、確実な理論武装や資料の準備を行い、外

評価結果と異なる見直し結果となった場合は説明

責任を果たす。

外部評価を受け、行政内部で見直しを行った結

果、評価結果と異なる判断をした場合は、外部評

価員に対する周知を行うとともに、広報やホーム

平成23年度議会決算審査選定事業 平成24年度議会決算審査選定事業（予定）
①．市民提案型まちづくり助成事業 ①．バス路線運行維持事業費等

②．校区健康づくり講座委託 ②．校区まちづくり事業

③．九州大学関連道路（波多江泊線）整備事業 ③．小中学校教材・備品等購入事業

④．志摩歴史資料館管理費 ④．糸島農業活性化事業

５．固定資産土地評価資料作成業務（H22年度終了） ⑤．地域水産物供給基盤整備事業

６．農業集落排水事業（公営企業会計） ６．高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画策定事業（H23年度終了）

７．子育て応援商店街補助事業（H23年度終了）

８．出会い・結婚応援事業（H23年度終了）

９．漁業集落排水事業（公営企業会計）
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